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第 1章

序論

1.1 研究背景

1.1.1 背景 1)

現代の社会生活を支えるため、半導体デバイスが広く使用されている。1990年代半ばか

ら、パソコンの心臓部である CPU (Central Processing Unit : 中央演算処理装置) が飛躍

的に進歩し、パソコンの情報処理能力は当時のパソコンとは比べものにならないほど向上

している。また近年では、パワーMOSFET (Metal-Oxide-Semiconductor Field-Effect

Transistor)や IGBT (Insulated Gate Bipolar Transistor) といったパワー半導体デバイ

スも高速化、高出力化するなど性能が大幅に向上し、太陽電池発電システム用のパワー

コンディショナやハイブリッド車用の DC/AC インバータなどの性能向上につながって

いる。

デバイスの高速化、高出力化はデバイス内部での発熱損失 (電力損失)の増加をもたら

し、発熱量の増加はデバイスの温度上昇の増加を招く。また高密度化 (微細化) により、

デバイス内部に局所的に温度の高い部分 (ホットスポット) が形成される。2–5) 温度が上

昇すると、デバイスの性能が低下するだけでなく、最悪の場合破壊されてしまう。このた

め、放熱フィンなどの放熱/冷却モジュールを使ってデバイス温度を低く保つ必要がある。

一方、コストなどの面から、システムの小型化、軽量化が求められている。このようなシ

ステム小型化の追求により、デバイスの実装密度が高まったり、放熱モジュールの体積を

減少せざるを得ず、放熱が非常に困難になっている。このため、デバイスの高速化、高出

力化、高密度化にともない、デバイス冷却に関する技術開発もこれまで以上に進めていか

なければならない。

デバイス内部で発生した熱は、デバイスパッケージ最外部に達し、そこから放熱モ

ジュールなどを通って大気へ放出される。デバイスの熱抵抗と熱流、温度差の関係は、電
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図 1.1 熱抵抗と熱流、温度差の関係

気の流れにおける抵抗と電流、電位差 (電圧)の関係と同様に示すことができる (図 1.1)。

熱抵抗が存在する箇所に熱が流れると熱抵抗両端には温度差が生じる、つまり温度が上昇

する。このため、デバイス内部の温度上昇を抑えるためには、デバイス内部での発熱を抑

える他に、1)デバイス内部の熱抵抗を下げる、2)放熱モジュールの熱抵抗を下げること

が必要になる。

以下では、パワー半導体デバイスの熱抵抗低減と放熱モジュールの熱抵抗低減 (放熱性

能の向上)の現状について述べる。

1.1.2 パワー半導体デバイスの熱抵抗低減 6)

1990 年代になり、それまでパワー半導体デバイスの主流であったサイリスタ (もし

くは SCR R© (Silicon Controlled Rectifier) とも呼ばれる) や BJT (Bipolar Junction

Transistor : バイポーラ接合型トランジスタ) に代わり、パワー MOSFET や IGBT と

いったMOS系パワーデバイスが主流となった。

MOS系パワーデバイスのトップバッターとして市場に登場したパワー MOSFETは、

高周波特性が優れていることに加えて、低い電源電圧で動作させる場合の電力損失が従来

デバイスより格段に小さい特徴をもつ。一方、高耐圧化すると電力損失が急増する。この

ため、低電圧高周波スイッチングデバイスとして広く利用されている。

これに対し、600V以上の耐圧を必要とする領域での電力損失を小さくする目的で開発

されたデバイスが IGBT である。ターンオフに時間がかかる欠点をもつため高速スイッ

チングを必要とする分野での利用はパワーMOSFETに比べ限定されるが、AC商用ライ

ンで動作するモーターの駆動など高電圧大電力分野ではパワー MOSFET に比べ高効率

化できる。

これらのデバイスでは、パッケージサイズを大きくすることでオン抵抗を低くし電力

損失を低減したり、熱抵抗を低減することができる。図 1.2 にパワーデバイス用のパッ

ケージを、表 1.1 に東芝セミコンダクター社製 IGBT のパッケージ、熱的・電気的特性

を示す。7–9) GT40G121 よりも高耐圧の GT40J322 はオン抵抗が高く、電力損失は大
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図 1.2 パワーデバイスのパッケージ

表 1.1 IGBTのパッケージ、熱的・電気的特性 (ケース温度 25 ◦C)7–9)

GT40G121 GT40J322 GT60J323

パッケージ TO-220AB TO-3P(N) TO-3P(LH)

パッケージ面積 a) [mm2] 10.3×15.7 15.9×20.0 20.5×24.0

絶対最大定格

コレクタ－エミッタ間電圧 [V] 400 600 600

コレクタ電流 (DC) [A] 40 40 60

許容損失 [W] 100 120 170

熱・電気的特性

オン抵抗 b) [mΩ] 30 43 31

熱抵抗 c) [◦C/W] 1.25 1.04 0.74

a) リード部分を除いたプラスチックモールドと銅プレート部分
b) コレクタ電流とコレクタ－エミッタ間電圧から算出
c) ジャンクション－ケース間

きいと予想されるが、パッケージが大きく熱抵抗は小さい。GT60J323 はパッケージに

TO-3P(LH) を採用することで、耐圧が 600V でありながら オン抵抗は GT40G121 と

ほぼ同程度の 31mΩであり、熱抵抗は 0.74 ◦C/W である。
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図 1.3 CPU と冷却ファン

1.1.3 放熱モジュールの熱抵抗低減

デバイス内部で発生してパッケージ最外部に到達した熱を素早く大量に外環境、おもに

大気中へと放散させるために放熱モジュールが用いられる。素早く大量に放出するために

はモジュールの表面積を大きくするのが効果的であるが、システム小型化の要求に伴い、

様々な改良が行われている。

CPU 冷却用モジュールは次のように変遷してきた。1989 年に発表された Intel R©

i486TM CPU の最大消費電力は 3W 程度であり、この CPU には小型の放熱フィンを取

り付けるだけで放熱は十分であった。しかし、CPU の高速化、高集積化とともに最大消

費電力は増加してきた。図 1.3 に Intel R© Pentium R© CPUと 純正冷却ファンを示す。こ

の CPU の最大消費電力はおよそ 80W であり、最大発熱時にも CPU を正常に動作させ

るためには CPU 体積の 65倍程度の冷却ファンが必要となる。さらに、Intel R© CoreTM

i7 には TDP(Thermal Design Power) 130W級のものが存在し、このクラスの CPU に

対しては、気温などの環境条件によっては図 1.3 のファンでは放熱能力が不足する場合が

生じる。このため、他メーカーからヒートパイプを用いた放熱性能の高い CPUクーラー

が発売されている。

LED(Light Emitting Diode) は素子 1個あたりの発熱量は少ないものの、体積が小さ

いため発熱密度は大きく、また狭い領域に数多く設置されることが多い。加えて放熱用モ

ジュールには非常に限られたスペースしか与えられないことが多い。このため LEDを設

置する基板そのものの改良が続けられている。例えば、日本タングステンでは山口大学と
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図 1.4 両面冷却による放熱性向上1) 上側:従来モジュール、下側:新開発モジュール

共同で高出力 LED 用低コスト基板を開発した。*1 銅製リードフレームと特殊セラミック

スの筐体を一体化し高価な材料を使用せずシンプルな構造を採用することで、従来のセラ

ミックス基板と比較して大幅なコストダウンを図るとともに、窒化アルミ (AlN) 製と同

等の熱的特性を有した基板となった。

送電システムや電車などの大電力容量システム用放熱モジュールの例として、ヒート

パイプを利用した冷却器がある。例えば古河電気工業では、250∼3500A の電力半導体

向けのヒートパイプ式冷却器を開発している。*2 ヒートパイプを用いることで、従来のモ

ジュールに比べ熱輸送能力、放熱性能に優れ、また沸騰冷却式や水冷式に比べて密閉性で

高い信頼性を得ることができる。

送電システムや電車などよりも電力容量の小さいシステムに対する画期的な放熱モ

ジュールの例として、デンソーがハイブリッド車に搭載されるインバータ用に開発した

冷却モジュールがある。1) 冷却モジュールの概略を図 1.4 に示す。このモジュールの大き

な特徴は、1)パワー半導体デバイス両面にヒートシンクを取り付ける、2)デバイスに銅

ヒートスプレッダを取り付けるの 2 点である。通常、デバイスに冷却モジュールを取り

付ける場合、図 1.4上側に示した従来モジュールのように片側に取り付ける。しかし新開

発モジュールでは、両面にヒートシンクを取り付けることで熱伝導流路を倍に増やしてい

る。さらに、通常はデバイスとモジュールの間に電気絶縁用の基板やシリコンシートを挿

入するが、この電気絶縁物は熱伝導が悪く熱障壁となる。そこで新開発モジュールでは、

デバイスに銅ヒートスプレッダを取り付け、その外側にセラミック絶縁板を配置した。こ

*1 日本タングステン株式会社 〒812-8538 福岡市博多区美野島 1丁目 2番 8号
*2 古河電気工業株式会社 〒100-8322 東京都千代田区丸の内 2丁目 2番 3号
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れにより、熱障壁を通過する前に平面方向に熱を広げ、熱障壁での温度上昇を減少させ

た。これらの工夫により、従来モジュールの熱コンダクタンスが 2.21W/K であるのに

対し、新開発モジュールでは 4.93W/K と 2倍以上の性能向上を図ることができた。た

だし、チップを両面から挟み込む構造のため、チップその他部材の熱膨張/収縮に対する

自由度は片面冷却よりも小さく、設計、実装面で非常に高い精度が要求される。

1.2 ペルチェ冷却

熱電効果を利用したペルチェクーラー TEC (Thermoelectric cooler) も、放熱/冷却モ

ジュールとして利用されている。また、2000年頃からデバイス内部のホットスポット2–5)

を選択的に冷却することで、ホットスポットからパッケージまでの熱抵抗を下げることが

可能な先進型 TEC が研究、報告された。10–15)

本節では、まず 3つの熱電効果であるゼーベック効果、ペルチェ効果およびトムソン効

果について触れる。次にペルチェモジュールに関して、原理と特徴を説明し、ペルチェモ

ジュール冷却が抱える課題について述べる。最後に先進型 TEC について概略を示す。

1.2.1 熱電効果 16)

1822年、T. J. Seebeck(ドイツ) は、銅 (Cu) とビスマス (Bi)、または Bi とアンチモ

ン (Sb) を接合して回路を作り、回路が作る平面内に方位磁針をおいて接合部の一部を加

熱したところ、磁針が振れる特異な現象を発見した。この現象は、現在では温度差によっ

て閉回路に電流が流れ、磁場が発生し磁針が振れたと説明される。しかし当時 Seebeck

は、温度差によって導体が磁気的に分極を起こした結果であると解釈した。17,18)

1834年、J. C. A. Peltier(フランス) は、二つの異種金属をつないだ回路に電流を流す

と、一方の接合部で吸熱、他方で発熱が起こり、電流の向きを変えるとこの吸発熱の位置

が反転することを発見した。19)

Seebeckも Peltierも、彼らが発見した現象の真の原因を解明し理論付けるまでにはい

たらなかったが、これらの現象を発見者の名前にちなんで、それぞれゼーベック効果、ペ

ルチェ効果と呼んでいる。

さらに、1851年、W. Thomson (イギリス) は、ゼーベック効果とペルチェ効果の可逆

性を熱力学によって理論付け、この理論の熱力学第二法則から、組成の均一な導体に温度

差が存在する状態で温度勾配に沿って電流が流れると、導体内で熱の吸収または発生が生

じるというトムソン効果の存在を予測した。20) この予測は後に実験的に証明され、それ以

来、ゼーベック、ペルチェおよびトムソン効果は熱電効果として知られるようになった。
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図 1.5 ゼーベック効果16)

ゼーベック効果

種類の異なった 2つの物質 a、bを接合し、図 1.5 のような回路を作ったとき、一方の

接合部を加熱して高温 Thj に、他方の接合部を低温 Tcj に保つと、スイッチを開いたこの

開放回路の端子間には、接合部温度差 ∆Tj = Thj − Tcj に応じた開放電圧 Vab が発生す

る。この発生電圧を熱起電力という。

熱起電力 Vab は、∆Tj と比例関係になるとは限らないため、一方の接合部の温度が一

定のとき、他方の接合部における温度 1K の変化に対する熱起電力の変化 αab を物質 a

の b に対する相対熱電能と呼ぶ。物質は与えられた温度で固有の熱電能をもち、これを

絶対熱電能と呼ぶ。熱電能はゼーベック係数 (Seebeck coefficient) とも呼ばれる。物質

a、b それぞれの絶対熱電能を αa、αb とすると、相対熱電能 αab は

αab = αa − αb (1.1)

で表される。

図 1.5 の回路にあるスイッチを閉じたとき、高温接合部で物質 b から a に、低温接合

部で物質 a から b に電流が流れるような電圧を発生する場合は αab は正、電流が反対方

向に流れる場合は負と定義する。*3

ペルチェ効果

図 1.5 と同様な物質 a、b の接合回路に電池をつなぎ、図 1.6 のように電流を流すと、

一方の接合部では熱を吸収し、他方では熱を発生する。今、両接合部の温度を Tj に保ち、

その温度における相対熱電能を αab、電流を I とすると、単位時間内に接合部で吸収また

*3 本論文では p型、n型材料どちらのゼーベック係数も正 (|α|>0) として表記する (付録 A参照)。
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図 1.6 ペルチェ効果16)

は発生する熱量の絶対値 |qP| は、

|qP| = αabTjI = ΠI (1.2)

で表される。Π ≡ αabTj をペルチェ係数と呼ぶ。

αab が正のときに電流が b から a に流れる接合部では吸熱し、a から b へ流れる接合

部では発熱する。αab の正負また電流方向のいずれかが逆になると、接合部での吸熱、発

熱が反転する。

トムソン効果

組成の均一な物質があり、図 1.7 のように片端を低温 Tcj、他端を高温 Thj に保ち、温

度勾配のある長さ L 方向に沿って電流を流すと、この物質内で吸熱または発熱が起こる。

物質のゼーベック係数 α が温度によって異なるために生じる現象で、トムソン効果と呼

ばれる。温度勾配を dT/dL、電流密度を J とすると、単位体積当たり単位時間内に吸収

または発生する熱量の絶対値 |qT| は、

|qT| = τJ
dT

dL
(1.3)

図 1.7 トムソン効果16)
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図 1.8 p型素子で構成されるペルチェモジュール

で表され、τ をトムソン係数と呼ぶ。τ と α には

τ = −T
dα

dT
(1.4)

の関係がある。τ>0 のとき、高温端に向かって電流が流れると物質内部では熱の発生が

あり、τ の正負または電流方向のいずれかが逆になると熱の吸収がある。

1.2.2 ペルチェモジュール 16)

原理

ペルチェモジュールの冷却 (もしくは加熱) 性能を図 1.8 に示す p 型素子で説明する。

p型素子の断面積を A、厚さを d とする。抵抗率、ゼーベック係数及び熱伝導率をそれ

ぞれ ρ、α、κとし、これらは温度によらず一定とする。また、素子と金属電極との接合部

における電気抵抗と熱抵抗はないものとする。ヒートシンクおよびヒートソース以外、つ

まり素子や金属電極の表面での (外界との)熱のやりとりはなく、ヒートシンクとヒート

ソース間の熱はすべて電極と素子を通って移動する。

p 型素子と金属電極の接合部においてペルチェ効果により吸熱、発熱が生じるが、モ

ジュール内部での熱の流れを議論する場合、ペルチェ熱 QP はキャリアと同じ向きに流

れるとして議論することができる。つまり p型素子ではメジャーキャリアが正孔のため、

電流が上から下へと流れるときには、上部の接合部から QP が電流と同じ向きに流れ出し

(吸熱)、下部の接合部には QP が流れ込む (発熱)。反対に、n型材料では電流と反対向き

に QP は流れる。

素子上端、下端の温度をそれぞれ Tu、Tb とする。素子中の単位体積あたり単位時間中

に発生する熱量を Q とし、下向きを正とすると、素子上端、下端における熱流束 Qu、Qb

はそれぞれ次式で表される。

Qu = αTuI +K∆T − I2R

2
(1.5)
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図 1.9 電流を上から下へ流したときの p型素子中の熱流束 (∆T=Tu−Tb>0の場合)

図 1.10 κ 対する発熱量 Q と ∆T の関係

Qb = αTb I +K∆T +
I2R

2
(1.6)

ここで、K=κA/d、R=ρ d/A はそれぞれ素子の熱コンダクタンス、抵抗を、また

∆T=Tu−Tb である。

2 つの式中の第 1 項はペルチェ熱、第 2 項は伝導熱を、そして第 3 項はジュール熱

Qj=I2Rの 1/2がそれぞれ上端、下端に向かって流れることを表している。式 (1.5)と式

(1.6)を図示すると図 1.9のようになる。

式 (1.5) を変形すると次のようになる。

∆T =
1

K

{
Qu −

(
αTu I −

I2R

2

)}
=

d

κA

{
Qu −

(
αTu I −

I2

2

ρ d

A

)}
(1.7)

式 (1.7)をグラフ化したものを図 1.10に示す。
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図 1.9の上面側に発熱量 Qu の被冷却物を接触させたとする。式 (1.7) から、

Qu < αTu I −
I2

2

ρ d

A
(1.8)

のとき ∆T=Tu−Tb<0 で、素子下面に比べ上面のほうが温度が低くなり、伝導熱は下面

から上面へと流れる。この条件下での動作が通常のペルチェ冷却である。冷却性能を上げ

るためには |∆T | が大きければよく、そのためには素子の α は大きく、ρ は低く、そして

κ は低ければよい。

特徴

ペルチェモジュールを使った冷却システムは一般的な圧縮冷凍機に比べて次のような特

徴がある。

1. モーター等の機械駆動部がないため、騒音や振動、粉塵を発生せず、構成部品の疲

労、破損割合が低く長寿命であり、装置は小型、軽量で、設計の自由度が大きい。

2. 熱のほぼすべてをペルチェ熱によって運び、そのペルチェ熱は電流値によって短時

間に変化させることができるため、精密な温度制御を必要とする機器に利用されて

いる。

3. 電流の向きを変えることにより、冷却だけでなく加熱することもできる。

4. 一般的に COP (Coefficient of Performance : 成績係数) が低い。

これらの特徴から、クリーンルームや病院、ホテルなどで使用される機器に組み込まれて

いたり、冷温蔵庫に利用されるなど、広範な分野で使用されている。21)

また光通信分野でも非常に重要な役割を占めている。レーザダイオードの発光部 (アク

ティブ領域)の温度によって発光周波数は変化する。波長分割多重通信では波長間隔が約

0.8 nm と非常に狭いため、光源として使用されるレーザダイオードのアクティブ領域の

温度を 0.1K 以下の精度で制御しなければならない。この温度制御にペルチェモジュール

が使用されている。

課題

ペルチェモジュールは CPU 冷却にも用いられた時期があった。CPU の発熱が 40W

程度以下の時代には、当時の冷却ファンよりもはるかに冷却性能が高く、その能力のため

に CPU 付近が結露するという不具合も発生し、温度制御システムが組み込まれるほど

だった。

一方、発熱量の多いデバイス (被冷却物)を冷却するのは不適な場合が多い。ペルチェ

モジュールは駆動電流を増やすと最初は吸熱量が増加するが、ある電流値で吸熱量が最大

値をとり、さらに電流を増やすと吸熱量が低下するとともに COPは低くなる。また、モ
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図 1.11 Si熱電マイクロークーラーの模式図。14) 赤矢印は電流の流れを示す

ジュールの発熱量が増加することでモジュール自身の温度が上昇する。これにより、モ

ジュールの消費電力が増加しているにもかかわらず被冷却物の温度は下がらない状況が発

生する。さらに、吸熱量よりも被冷却物の発熱量が多くなると ∆T>0となる。この条件

では、図 1.10で示すように熱コンダクタンス K (熱伝導率 κ) の低さが逆に発熱部の温

度を押し上げる結果を招く。

このため現在では、光通信用素子など発熱量が 10W 程度以下のデバイス冷却にはペル

チェモジュールは数多く利用されているが、パワー半導体デバイスや CPU など発熱量が

100W を超えるようなデバイスの冷却には、特定の条件・用途以外にはほとんど用いられ

ていない。

1.2.3 新しいペルチェ冷却

先進型 TEC として、1) 薄膜型熱電クーラー TFTEC (Thin-Film Thermoelectric

Cooler)10–12)、2) Si熱電マイクロクーラー13–15) が報告されている。

TFTECは、Bi2Te3 系10)、PbSeTe系11)、SiGe/Si系12) の超格子構造をベースとして

いる。このクーラーはデバイス全体ではなく、デバイス中の微小域ホットスポットを選択

的に強力に冷却する能力を有する。しかしながら、クーラーを構成する Biのような元素

は通常のシリコンデバイスには用いられない異種元素である。これらクーラーを直接チッ

プ内に組み込むと、異種元素の拡散によりデバイス性能を低下させる恐れがある。拡散を

防ぐためにはバリア層が必要となり、電気抵抗、熱抵抗の増加や、製造プロセスの複雑化

を招く。

Si熱電マイクロクーラーは、Si基板 (チップ)にマイクロサイズのバルク Siを張り合わ

せた構造をしている (図 1.11)。20µm×20µmのクーラーでは、6000W/cm2 もの熱流を

引き出すことができると報告されている。14) しかしながら、このクーラーを作動させる

ためには、クーラー専用の電源/回路を用いて電流を流す必要がある。
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図 1.12 n型パワーMOSFET (2SK3432) の構造

以上のように、研究レベルとしては非常に優れた冷却性能を有する先進型 TEC が開

発、提案されているが、実デバイスへの組み込みは行われていない。これは、プロセスの

問題、クーラー専用の電源が必要などの要因があるのではないかと考えている。

1.3 自己冷却デバイス

2007年、山口らは熱伝導とペルチェ効果の両方を利用して半導体チップで発生した熱

をデバイス外部へ運ぶ新しい冷却手法、自己冷却デバイスを提案した。23–25) 本節では、

この自己冷却デバイスの原理について述べる。

1.3.1 原理

図 1.12に縦型 n-channel MOSFET (n型パワーMOSFET) 2SK3432 の外観図および

断面図を示す。切断面拡大写真の灰色部が Si半導体 (チップ)、黄金色部が銅プレートで

ある。Siチップの大きさは、断面積がおよそ 4mm×4mm、厚みが 250µm 程度である。

Siチップ下部がドレインであり、ドレイン電極として銅プレートが接合してある。このデ

バイスの絶対定格は、ケース温度 TC=25 ◦C においてドレイン電流が 83A、総許容損失

100W、チャネル温度は 150 ◦C である。またチャネル–ケース間の熱抵抗 Rth(ch−C) は

1.25 ◦C/W である。26)

次に、n型パワーMOSFETをベースにした自己冷却デバイスの模式構造を図 1.13に

示す。自己冷却デバイスでは、ドレインに n型半導体を接続し、この部分が冷却機能を有
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図 1.13 n型パワーMOSFETをベースにした自己冷却デバイスの概略図

する冷却部となる。冷却部の下にドレイン電極として銅プレートが接続される。この構造

により、MOSFETが ON状態で電流 (ドレイン電流)が下部のドレイン電極から冷却部、

Siチップを通ってソース電極へと流れる。

図 1.13には冷却部を流れる伝導熱とペルチェ熱の方向が矢印で示してある。チップに

電流が流れジュール熱が生じチップ温度が上昇すると、伝導熱はチップから冷却部を通っ

てドレイン電極へと流れる。このため、冷却部の熱伝導率 κは高いほうがよい。また、冷

却部は n型半導体で、かつドレイン電流は冷却部を下から上へと流れるため、ペルチェ熱

はチップからドレイン電極へと流れる。ペルチェ熱はゼーベック係数 α に比例するため、

α は大きいほうがよい。さらに、冷却部でのジュール熱を抑えるため、抵抗率 ρ は低いほ

うがよい。まとめると、冷却部に求められる特性は大きな αと低い ρ、高い κである。

この要求は、従来の熱電材料に求められる要求と κの点が異なる。熱電材料の評価指標

である性能指数 Z は、

Z =
α2

ρκ
(1.9)

で定義される。κ が分母に入っており、κ が高いと Z は小さくなる。このため Z は自己

冷却デバイス用材料の指標としては不適である。これに対し、パワーファクター P は

P =
α2

ρ
(1.10)

で定義され、Z とは κ がない点が異なる。α が大きく ρ が低いと P は大きくなる。こ

のため、自己冷却デバイス用材料の評価指標として適当かもしれない。

次に、従来のペルチェモジュールと自己冷却デバイスの動作の違いについて述べる。

図 1.14 左に示すように、ペルチェモジュール冷却システムはモジュールとペルチェモ

ジュール専用電源で構成され、電源から電流をモジュールに流し冷却動作を行う。そして
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(a) ペルチェモジュール冷却 (b) 自己冷却デバイス

図 1.14 ペルチェモジュールと自己冷却デバイスの動作の違い

モジュールと半導体デバイス (CPU)は電気的に絶縁されている。

一方、自己冷却デバイスでは、Siチップとデバイス電極間に直列に冷却部が接続されて

おり、Siチップ自身を流れる電流 (MOSFETではドレイン電流)によって冷却機能が駆

動される。つまり冷却部専用の電源が不要である (図 1.14右)。またこの構造により、電

流が多く流れチップでの発熱量が増加するときには、ペルチェ熱も増加し冷却効果が上が

る。反対に電流が少ないときにはペルチェ熱も小さくなる。このように発熱量の増減に対

応し、自動的に冷却効果を増減する。これがペルチェモジュールとの違いであり、自己冷

却という名称の由来である。

1.4 熱電材料

一般に、固体金属および半導体は導電性物質であれば熱電効果を示すが、ゼーベック係

数が大きい、抵抗率が低い、熱伝導率が低いという熱電変換能力が高い材料を、特に熱電

変換材料 (熱電材料) と呼んでいる。本節では、現在実用化されている、もしくは開発が

進んでいる従来の熱電材料の概略を述べる。その後、熱伝導率が高いもののゼーベック係

数が大きく、そして半導体デバイスの主要材料であるシリコン Si、炭化ケイ素 SiC、およ

びヒ化ガリウム GaAs の熱電材料としての開発、特性について概要を述べる。
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1.4.1 従来の熱電材料 22)

熱電材料の性能を評価する指標のひとつが性能指数 Z である (式 (1.9)の再掲)。

Z =
α2

ρ·κ
(1.11)

式から明らかなように、Z は α が大きく、 ρ が低く、κ が低いと大きくなる。

熱電材料の評価指標の別の形のものが出力因子 (パワーファクター) P である (式 (1.10)

の再掲)。

P =
α2

ρ
(1.12)

P は単位温度差当たりの発電電力に対応している。Z とは κ が含まれない点が異なる。

図 1.15に現在開発されている主要材料の Z を、22) 表 1.2にビスマス・テルル (BiTe)

および シリコンゲルマニウム (SiGe) の動作温度域 Top での熱電輸送係数を示す。27–29)

大別すると、室温付近で Z の大きい低温用材料 (BiTe系合金)、400∼800Kで大きい中温

用材料 (PbTe 系合金、TAGS (Telluride of Antimony, Germanium and Silver)など)、

800K以上で大きい高温用材料 (Si0.8Ge0.2、NaxCO2 など)に分類される。

熱電材料として開発が進められている BiTe系合金は Bi2Te3 化合物とその固溶体であ

る。Z は 2×10−3 /K を超え、他の材料と比べ非常に大きい。BiTe系合金は低温用材料

として商品化されているほぼ唯一の材料で、ペルチェモジュールなどに幅広く利用されて

いる。しかし、毒性が強く人体への影響が懸念されることや、Teの供給量が白金 (Pt)並

に少なく価格が高いことなどから、他の材料開発が望まれているのも事実である。

SiGe 化合物は全組成において固溶体を形成する。SixGe1−x 焼結体の無次元性能指数

ZT は x=0.8∼0.85 で最大となり、このうち Si0.8Ge0.2 が熱電材料として広く用いられ

ている。焼結体は 1300K 以下で連続使用しても性能劣化がほとんど認められず、宇宙用

表 1.2 BiTe と SiGe の、それぞれの動作温度における熱電輸送係数27–29)

Top ρ |α| κ Z P

材料 [K] [µΩ·m] [µV/K] [W/Km] [10−3/K] [10−3W/K2m]

p-Bi2Te3 R.T. 5.5 162 2.1 2.3 4.8

n-Bi2Te3 R.T. 10.0 240 2.0 2.9 5.8

p-SiGe 1200 31.9 240 4.4 0.41 1.8

n-SiGe 1200 17.8 242 4.2 0.78 3.3

R.T. は室温を表す
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(a) n型

(b) p型

図 1.15 熱電材料性能指数 Z の温度依存性 22)

電源として 1976年以来実用化されている。

1.4.2 シリコン

シリコン Siは現在の半導体デバイスの最主要材料である。このため抵抗率や移動度に

関しては詳細に調べられている。30–53) 添加物濃度に対する抵抗率を図 1.16に示す。42)

ゼーベック係数に関しては、1955年に Geballeらによって詳しく調べられており、単

結晶 Siはバルク材として非常に大きな値をもつことが知られている。54) しかしながら最
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図 1.16 300K における Si の添加物濃度に対する抵抗率の変化。42) () 内は

添加元素を示す

近になるまで、熱電材料としてはほとんど開発が進んでいなかった。55–57) この理由が、単

結晶で ∼150W/Km 39,58–60) という熱電材料としては非常に高い熱伝導率を有している

からだと想像することは難くない。

しかし、最近のナノ技術のめざましい進歩によりナノ構造をもった熱電材料の開発が進

められ、Siについてもナノワイヤー構造材料の熱電輸送係数の評価が行われるようになっ

てきた。61–65)

1.4.3 炭化ケイ素 66–68)

炭化ケイ素 SiC には多くの多形 (ポリタイプ) が存在する。結晶構造は、立方晶系の閃

亜鉛鉱型構造をもつ β 型と、ウルツ鉱型の α型である。Ramdsdell記法に従えば、β 型

は 3C、α型は、2H、4H、6H、15R などと表される。

SiC は古くから機械的強度、高融点、耐酸化性、毒性がないという性質のために高温構

造材料として使用されている。また単結晶で熱伝導率が 500W/Km という報告69) があ

り、焼結体でも構造材用で通常 50∼120W/Km で、熱膨張係数が約 4×10−6 /K と Si 単

結晶に近い材料として知られているため、絶縁基板材料として期待されていた。しかし、

SiC は難焼結性のため、純粋な SiC粉末成形体を加熱してもほとんど焼結しないとされて

きた。このため高圧下で焼結助剤を入れて焼結するホットプレス法が開発された。70–72)
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焼結助剤に含まれる金属元素は SiC の電気的、熱的特性に大きな影響を及ぼす。この

ため焼結助剤の種類、量を変化させ、抵抗率、熱伝導率への影響が調べられてきた。73–75)

一方、住友大阪セメント株式会社は、高純度の SiH4 と C2H4 ガスを原料として熱プラ

ズマ CVD 法により粒径 0.1µm 以下の SiC 超微粒子を合成し、それを原料とすること

で焼結助剤を使わずにホットプレス焼結によって理論密度 98% 以上の α 型および β 型

SiC 焼結体を作製することに成功している。76,77) 焼結助剤を用いないため、生成 SiC の

純度は 99.9% (3N) 以上である。

SiC は高温での安定性とともに、大きいゼーベック係数を有することが古くから知られ

ており、高温領域での熱電材料として期待されてきた。しかし熱伝導率が高く性能指数 Z

は小さかったため、これまで数多くの研究者が焼結条件や添加物を制御し焼結体を多孔質

(porous)構造とすることで熱伝導率の低い SiC を実現しようとしてきた。添加不純物と

して、p型では B4C、Al、Ni、Ag、Cu、Ge などが検討されている。78–87) n型では窒素

N である。しかしながら、これら材料の Z は既存の材料と比較して低い値にとどまって

いる。

上述の試料はすべて熱伝導率の減少を目指したものであるが、北川らは、熱電発電への

適用を視野に、Si3N4 を添加して放電プラズマ焼結により焼結密度が 80% 以上の試料を

作製した。88) 試料は n型を示し、700 ◦C で最大 1.5×10−4 W/K2m のパワーファクター

を有する。

単結晶の作製89,90) については、20世紀中ごろに Lely が、SiC 原料を昇華・再結晶化

させる ”Lely(レーリー)法”で良質の SiC 単結晶を成長させることに成功した。その後、

Tairovらが温度勾配・雰囲気ガスを利用して昇華ガスの輸送を制御し、かつ種結晶を用い

る ”改良レーリー法” を確立した。91) そしてこれ以降の単結晶製造技術の革新的進歩によ

り、SiC は、通信デバイス用の窒化ガリウム GaN と並び、次世代パワー半導体材料の筆

頭候補となった。当初デバイス研究には主に 6H-SiC が用いられてきたが、4H-SiC のほ

うがキャリアの移動度が高いことや移動度の異方性が小さいことから、4H-SiC が主に使

用されるようになった。

単結晶は、熱伝導率、抵抗率、キャリア移動度などが詳しく調べられている。59,92–106)

一方、ゼーベック係数に関する報告はわずかである。107–109)

1.4.4 ヒ化ガリウム

ヒ化ガリウム GaAs は III–V 族半導体であり、常温で閃亜鉛鉱型の結晶構造である。

電子移動度は 8000 cm2/Vs で Si の 6倍、飽和電子速度は 2×106 cm/s で Si の 2倍と

大きく、90) またアンドープ基板の抵抗率が非常に高い。これらの性質を利用し、ヘテロ構

造を使用した高電子移動度トランジスタ (HEMT) やヘテロ接合バイポーラトランジスタ
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図 1.17 300K における GaAsの不純物濃度に対する抵抗率の変化42)

(HBT) などの高速通信用デバイスとして利用されている。また赤色・赤外光の発光ダイ

オードや、半導体レーザにも広く使用されている。

抵抗率 (輸送係数)については、多くの研究者によって報告がなされている。40,110–115)

図 1.17に 300Kにおける GaAs の不純物濃度に対する抵抗率を示す。42)

熱伝導率についても過去から研究され、熱伝導率の改善に関する研究も進められてい

る。116–122)

一方、ゼーベック係数に関しては、2次元電子ガスが存在する GaAs−Ga1−xAlxAs ヘ

テロ接合構造における 100K 以下で強磁場条件下での報告はある。118,123–128) しかし無

磁場、室温付近での報告は数報しか確認できなかった。119,129)

1.5 ペルチェ熱とデバイス温度分布の数値解析

図 1.18 に、pn 接合を有するダイオードに電流を流したときのペルチェ熱の移動を示

す。pn接合部近傍の空乏層で最も多く発熱する。同時に、p型材料、n型材料ともに pn

接合部へペルチェ熱 QP が流れ込む。このペルチェ熱の移動はダイオードだけではなく、

MOSFETや IGBTといったパワー半導体デバイスでも生じる。

有限要素法 (FEM)による数値シミュレーションソフトである ANSYS R© Multiphysics

には熱電効果がすでに含まれており、ペルチェモジュールのように熱電材料中のキャリア

濃度が大きく変化しないデバイスの計算に用いられている。しかし、図 1.18に示す pn接
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図 1.18 pn接合部へ移動するペルチェ熱 QP

合をひとつ有する単純なダイオードであっても、電流–電圧曲線や温度プロファイルを求

めることは困難である。その理由の一つとして、pn接合近傍のように極めて短い距離で

キャリア濃度が変化、また反転層形成により伝導型が変化する場合などでは、モデリング

が非常に複雑になることが挙げられる。

デバイスシミュレータは、電磁界基本方程式である Maxwell 方程式から導出される

Poisson方程式、電子電流連続方程式、正孔電流連続方程式などといった半導体基本方程

式を解き、130–133) デバイス設計に必要な多くの項目が解析できるだけでなく、実験では

測定できないようなデバイス内部の温度分布や電界強度などの物理量を直接確かめること

もできる強力なツールである。134,135)

現在市販されているシミュレータの一部を以下に挙げる。

• Taurus-MediciTM/SentaurusTM Device (Synopsys, Inc.)

• ATLASTM (SILVACO, Inc.)

• DeviceMeister R©-WV (みずほ情報総研)

しかし、これらのシミュレータには熱電効果は含まれていないと思われる。*4

1.6 本論文の目的と構成

本論文の目的は、自己冷却デバイスという、半導体デバイスの新しく効率的な放熱 (冷

却)手法の検討である。検討は次に示す内容に対し、段階的に展開していく。

1. 自己冷却デバイスに適した熱電材料の選定

2. 半導体デバイス温度プロファイルへ及ぼすペルチェ効果の数値解析による評価

*4 みずほ情報総研のデバイスシミュレータには含まれていないことを確認した (2009年)。
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3. 自己冷却デバイスの提案23–25) を受けての数値解析による熱抵抗 (放熱性)評価

1)はデバイス冷却に適した材料の選定である。熱電材料分野では Z を大きくするため

には熱伝導率が低くなくてはならず、多くの研究者は低い熱伝導率となるように材料開発

を長年進めてきた。

しかし、熱伝導率と抵抗率、ゼーベック係数という 3つの輸送係数は互いに密接に関連

しあっており、Z を大きくするために一つの輸送係数を変化させると、他の輸送係数は多

くの場合 Z を小さくする方向へ変化してしまう。つまり熱伝導率を低くしようとすると

抵抗率が高くなり、抵抗率を低くしようとすると通常熱伝導率は高くなりゼーベック係数

は小さくなる。このように材料開発は非常に困難であり、特に室温付近で高い性能を示す

BiTe系材料は 1950年代には発見されていたが、現代においても室温付近で BiTe系材料

を超える性能を有する材料の開発は成功していない。

一方、1.3節で述べたように、自己冷却デバイスには熱伝導率の高い熱電材料が望まし

い。しかし、熱電材料開発の中で熱伝導率の高い材料の特性はほとんど調べられてきてい

ない。このため、まず材料の検討から始める必要がある。

2) の出発点は、半導体デバイス設計分野ではデバイス内部の温度プロファイルに与え

るペルチェ効果の影響が無視されている現状である。デバイス内部の温度プロファイルを

見積もる場合、通常は通電によるジュール熱と熱伝導のみで数値解析が行われている。事

実、1.5節で述べたように、温度プロファイルを数値的に解く市販のデバイスシミュレー

タの中でペルチェ効果 (およびトムソン効果)の計算項を含んでいることを確認できたも

のがない。

しかし、半導体デバイスを冷却するためにペルチェ効果を利用するペルチェモジュー

ルが実用化されている。また Si、SiC、GaAs といった半導体デバイスの主要材料を用

いたデバイスでもペルチェ効果は起こる。そして 2006年に、ペルチェ熱とトムソン熱が

ジュール熱と同程度の大きさになりえるという理論計算が発表された。136) さらに、Si そ

のもののペルチェ効果を利用して高温領域の温度を低下させる熱構造計算も行われてい

る。14,15) そこでペルチェ効果の影響について数値解析による評価を行う。

そして、3) 自己冷却デバイスが従来のデバイスと比べ熱抵抗を低減できるかを検討

する。

以上の内容を展開するために、本論文は次の構成になっている。

まず第 1 章では、現在の半導体デバイスを取り巻く環境として、半導体デバイスの発

展とそれにともなって発生した熱問題について触れ、現代社会が半導体デバイスに求める

要求について述べた。また、現在一般的に行われている熱対策をみた。そして、本論文の

キーワードとなるペルチェ効果を中心に、熱電変換について基礎と応用例、熱電材料の開

発状況について述べた。そして、自己冷却デバイスの原理について説明した。
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第 2 章では、自己冷却デバイスに適した大きいゼーベック係数を有する材料選定を念

頭に、現在の主要半導体デバイス材料である Si、SiC と GaAs の熱電輸送係数の結果を

示す。

第 3章では、デバイス内部の温度プロファイルを数値解析した結果を示し、どのような

条件のときにペルチェ効果がデバイス内部の温度プロファイルに強く影響を及ぼすかを検

討する。そして第 2章で得られた熱電輸送係数を用い、実デバイスにおいてペルチェ効果

の影響を定量的に示す。

第 4章では、自己冷却デバイスの熱抵抗 (放熱性能)を数値解析により評価する。

最後に、第 5章で自己冷却デバイス実現のために今後クリアすべき課題と展望を述べ、

第 6章にて本論文を総括する。
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